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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 4,452 5.3 4,304 5.5 790 △12.1 792 △10.8 480 △19.8

2024年３月期第３四半期 4,229 △1.9 4,079 △1.5 899 △9.1 889 △9.3 599 △11.3

（注）包括利益 2025年３月期第３四半期 484百万円（△19.9％） 2024年３月期第３四半期 605百万円（△11.1％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 15.07 －

2024年３月期第３四半期 18.79 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期第３四半期 57,297 14,137 24.7 443.25

2024年３月期 66,276 13,808 20.8 433.12

（参考）自己資本 2025年３月期第３四半期 14,137百万円 2024年３月期 13,808百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
2024年３月期 － 6.00 － 5.00 11.00

2025年３月期 － 0.00 －

2025年３月期（予想） 0.00 0.00

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

当社グループは、金融商品取引業（外国為替証拠金取引業）を営んでおり、当社グループの業績は相場動向や市場流

動性等のマーケット環境並びに国内及び海外の経済環境等からの影響を大きく受け予測が困難であるため、業績予想の

開示は行っておりません。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期３Ｑ 33,801,900株 2024年３月期 33,801,900株

②  期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 1,905,759株 2024年３月期 1,921,404株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 31,890,413株 2024年３月期３Ｑ 31,880,496株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.12「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）役員向け業績連動型株式報酬制度を導入しており、同制度に係る信託が所有する当社株式は自己株式に含め

ております。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

当社は、企業価値の長期継続的な創出、向上が株主利益貢献の基本であるとの認識のもと、株主の皆様への継続的か

つ適正な利益還元を経営上の最重要課題の一つと位置づけております。剰余金の配当につきましては、業績の向上に必

要な投資のための内部留保と、株主の皆様への継続的かつ適正な利益還元のバランスを考慮しつつ、財務状況及び事業

環境等を総合的に勘案した株主還元策の実施に取り組むこととし、通期の連結業績における親会社株主に帰属する当期

純利益の50％を配当性向の目途として中間配当及び期末配当の年２回実施することを基本方針としております。なお、

配当予想額は開示可能となった時点で速やかに開示する予定であります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調で推移しま

したが、欧米における金融引き締め政策の継続や中国経済の先行き懸念、中東情勢などによる海外景気の下振れリ

スク等により、依然として先行き不透明な状況が継続しております。

外国為替市場において、１ドル＝151円台半ばで期初取引が始まった米ドル／円は、日米金利差を背景にドル

高・円安基調で推移し、７月３日に1986年12月以来、約37年半ぶりのドル高・円安水準となる一時161円台後半

（期中高値）を付けました。その後は日米金利差縮小観測の台頭からドル安・円高基調に転じ、米ドルは下げ足を

早め８月５日に一時141円台後半を付けました。９月に入ると値を戻す場面もありましたが、ＦＯＭＣでの大幅利

下げ観測の高まりから16日に一時139円台半ば（期中安値）まで下落しました。その後は、米長期金利上昇を背景

に再びドル高・円安基調となり、11月５日の米大統領選挙ではトランプ前大統領が勝利し、日米金利差が拡大して

いくとの見方からドル高・円安が続き11月15日には一時156円台後半まで上昇、12月３日には一時148円台半ばまで

ドル安が進む場面もありましたが、157円台前半で期末を迎えました。

このような状況の中、当社グループは主力サービスであるＦＸについて、「スプレッド全力宣言」を掲げ、主要

各通貨ペアにおいて業界最狭水準スプレッドの提示を継続し、他社との差別化を図る取組みを実施しました。

2024年10月31日開催の当社取締役会において、株式会社外為どっとコムによる当社の普通株式に対する公開買付

け（以下「ＴＯＢ」）に関して、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けへの

応募を推奨することを決議いたしました。ＴＯＢは2024年12月13日をもって終了し、株式会社外為どっとコムは、

2024年12月19日付にて当社の特別支配株主となり、当社は株式会社外為どっとコムの子会社となりました。これに

伴い、株式会社外為どっとコムとのサービス統合について検討を進めており、お客様にとってもより良い取引環境

やサービスをご提供すべく取り組んでおります。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の外国為替取引高は11,702億通貨単位（前年同期比44.8％増）となり

ました。また、当第３四半期連結会計期間末の顧客口座数は380,810口座（前年同期末比13,328口座増）、顧客預

り証拠金は37,499百万円（同19.7％減）、有価証券による預り資産額は6,252百万円（同5.8％減）となりました。

当第３四半期連結累計期間の連結業績は、トレーディング損益が前年同期比224百万円増加（5.6％増）し、営業

収益は4,452百万円（前年同期比222百万円増加、5.3％増）となりました。金融費用は37百万円（同０百万円増

加、0.3％増）、売上原価は110百万円（同２百万円減少、2.3％減）となりました。販売費・一般管理費は、マネ

パカード事業からの撤退により取引関係費に含まれる支払手数料が減少した一方、将来的なコスト削減等を目的と

した基幹システムのクラウド化に向けた費用として不動産関係費に含まれる器具・備品費が増加したことに加え、

営業上の施策により取引関係費に含まれる広告宣伝費が増加したこと等により、3,514百万円（同333百万円増加、

10.5％増）となりました。

この結果、営業利益は790百万円（同109百万円減少、12.1％減）、経常利益は792百万円（同96百万円減少、

10.8％減）となりました。税金等調整前四半期純利益は、公開買付関連費用124百万円を特別損失に計上したこと

で666百万円（同213百万円減少、24.3％減）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、法人税

等合計が185百万円（同95百万円減少、33.8％減）となったことから480百万円（同118百万円減少、19.8％減）と

なりました。
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（２）財政状態に関する説明

（財政状態の変動）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して8,978百万円減少し、57,297百万円と

なりました。これは流動資産が8,927百万円、固定資産が51百万円減少したことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末と比較して9,308百万円減少し、43,159百万円となりました。これは流動負債が

9,244百万円、固定負債が63百万円減少したこと等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末と比較して329百万円増加し、14,137百万円となりました。

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における主な流動資産の内訳は、預託金34,689百万円、現金・預金9,369百万

円、トレーディング商品（資産）6,468百万円、短期差入保証金2,350百万円及び未収収益2,223百万円でありま

す。流動資産は、前連結会計年度末と比較して8,927百万円減少しております。これは、外国為替証拠金取引の

証拠金として預託された財産の減少等に伴う顧客区分管理信託を中心とする預託金の減少4,757百万円、顧客を

相手方とする未決済の外国為替証拠金取引に係る評価益の減少等に伴うトレーディング商品（資産）の減少

2,103百万円及び短期差入保証金の減少1,272百万円の減少要因があったこと等によるものであります。

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における主な固定資産の内訳は、ソフトウエア534百万円、ソフトウエア仮勘定

411百万円、投資有価証券144百万円、長期差入保証金115百万円及びリース資産（無形固定資産）109百万円であ

ります。固定資産は、前連結会計年度末と比較して51百万円減少しております。これは、基幹システム（外国為

替証拠金取引システム）のクラウド化に向けた開発や機能追加等によるソフトウエア仮勘定の計上及びソフトウ

エアの取得、ＰＢＸ（電話交換機）や複合機のリプレイスによる器具備品の取得等の増加要因があった一方、ソ

フトウエアの減価償却等の減少要因があったことによるものであります。

（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における主な流動負債の内訳は、受入保証金37,499百万円、トレーディング商品

（負債）2,473百万円、預り金1,403百万円及び未払費用1,271百万円であります。流動負債は、前連結会計年度

末と比較して9,244百万円減少しております。これは、外国為替証拠金取引等の証拠金として預託された受入保

証金の減少7,678百万円や転換社債型新株予約権付社債1,000百万円の償還の減少要因があったこと等によるもの

であります。

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間末における主な固定負債の内訳は、リース債務93百万円及び役員株式給付引当金70

百万円であります。固定負債は、前連結会計年度末と比較して63百万円減少しております。これは、リース債務

の返済や役員株式給付引当金の取崩し等によるものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における主な純資産の内訳は、資本金2,022百万円、資本剰余金2,160百万円、利

益剰余金10,804百万円及び自己株式△873百万円であります。純資産は、前連結会計年度末と比較して329百万円

増加しております。これは、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上480百万円による利益剰余金の増加があ

った一方、剰余金の配当による利益剰余金の減少162百万円があったこと等によるものであります。
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（キャッシュ・フローの状況）

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により1,452

百万円増加、投資活動により275百万円減少、財務活動により1,218百万円減少いたしました。この結果、資金は

前連結会計年度末に比べ41百万円の減少となり、当第３四半期連結会計期間末における資金の残高は7,529百万

円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,452百万円（前年同期は1,510百万円の収入）となりました。これは、税金等

調整前四半期純利益の計上666百万円及び減価償却費の計上284百万円が資金増加要因となったことに加え、外国

為替取引関連の資産負債が差引648百万円の資金増加要因となった一方、法人税等の支払額239百万円の資金減少

要因があったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は275百万円（前年同期は299百万円の支出）となりました。これは、投資事業組

合からの分配による収入７百万円があった一方、基幹システム（外国為替証拠金取引システム）のクラウド化に

向けた開発や機能追加等による無形固定資産の取得による支出229百万円及びＰＢＸ（電話交換機）や複合機の

リプレイスによる有形固定資産の取得による支出52百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,218百万円（前年同期は668百万円の支出）となりました。これは、転換社債

型新株予約権付社債の償還による支出1,000百万円、配当金の支払額163百万円及びリース債務の返済による支出

54百万円があったこと等によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社グループは、金融商品取引業（外国為替証拠金取引業）を営んでおり、当社グループの業績は相場動向や

市場流動性等のマーケット環境並びに国内及び海外の経済環境等からの影響を大きく受け予測が困難であるた

め、業績予想の開示は行っておりません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 9,410 9,369

預託金 39,447 34,689

顧客分別金信託 1,600 1,600

顧客区分管理信託 36,699 32,329

その他の預託金 1,147 760

トレーディング商品 8,572 6,468

デリバティブ取引 8,572 6,468

約定見返勘定 42 59

短期差入保証金 3,622 2,350

デリバティブ取引差入証拠金 3,622 2,350

前払費用 88 78

未収入金 202 185

未収収益 2,827 2,223

デリバティブ取引未収収益 2,812 2,201

その他の未収収益 14 21

その他の流動資産 449 308

貸倒引当金 △13 △12

流動資産計 64,649 55,722

固定資産

有形固定資産 92 93

建物 1 1

器具備品 30 62

リース資産 60 29

無形固定資産 1,075 1,055

ソフトウエア 305 534

ソフトウエア仮勘定 572 411

商標権 0 0

リース資産 196 109

投資その他の資産 460 427

投資有価証券 143 144

長期差入保証金 115 115

長期前払費用 94 65

繰延税金資産 98 94

その他 8 8

固定資産計 1,627 1,575

資産合計 66,276 57,297

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 2,710 2,473

デリバティブ取引 2,710 2,473

約定見返勘定 33 －

預り金 1,436 1,403

顧客からの預り金 1,286 1,239

その他の預り金 149 163

受入保証金 45,178 37,499

デリバティブ取引受入証拠金 45,178 37,499

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 1,000 －

リース債務 70 49

未払金 165 138

未払費用 1,414 1,271

デリバティブ取引未払費用 1,199 1,108

その他の未払費用 214 162

未払法人税等 155 87

賞与引当金 30 22

その他の流動負債 25 30

流動負債計 52,220 42,976

固定負債

リース債務 127 93

役員株式給付引当金 102 70

その他の固定負債 17 18

固定負債計 246 183

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 0 0

特別法上の準備金計 0 0

負債合計 52,468 43,159

純資産の部

株主資本

資本金 2,022 2,022

資本剰余金 2,160 2,160

利益剰余金 10,486 10,804

自己株式 △881 △873

株主資本合計 13,787 14,112

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 21 25

その他の包括利益累計額合計 21 25

純資産合計 13,808 14,137

負債・純資産合計 66,276 57,297
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間

(自　2023年４月１日

　至　2023年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間

(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

営業収益

受入手数料 24 27

委託手数料 2 2

外国為替取引手数料 1 1

その他の受入手数料 19 22

トレーディング損益 3,995 4,219

デリバティブ取引損益 3,995 4,219

金融収益 8 19

その他の売上高 202 185

営業収益計 4,229 4,452

金融費用 37 37

売上原価 112 110

純営業収益 4,079 4,304

販売費・一般管理費

取引関係費 819 929

人件費 630 549

不動産関係費 645 979

事務費 657 649

減価償却費 313 284

租税公課 76 86

貸倒引当金繰入額 △2 △1

その他 40 35

販売費・一般管理費計 3,180 3,514

営業利益 899 790

営業外収益

投資事業組合運用益 － 2

その他 1 1

営業外収益計 1 3

営業外費用

社債利息 7 0

投資事業組合運用損 4 －

その他 0 1

営業外費用計 12 1

経常利益 889 792

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間

(自　2023年４月１日

　至　2023年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間

(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 － 0

特別利益計 － 0

特別損失

固定資産除却損 － 2

減損損失 9 －

公開買付関連費用 － 124

特別損失計 9 126

税金等調整前四半期純利益 879 666

法人税、住民税及び事業税 198 182

法人税等調整額 81 2

法人税等合計 280 185

四半期純利益 599 480

親会社株主に帰属する四半期純利益 599 480
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年12月31日)

四半期純利益 599 480

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6 4

その他の包括利益合計 6 4

四半期包括利益 605 484

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 605 484

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 879 666

減価償却費 313 284

減損損失 9 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △11 △7

事業撤退損失引当金の増減額（△は減少） △78 －

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 17 △23

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） － △0

受取利息及び受取配当金 △8 △19

支払利息 37 37

社債利息 7 0

投資事業組合運用損益（△は益） 4 △2

固定資産除却損 － 2

公開買付関連費用 － 124

預託金の増減額（△は増加） 2,672 4,757

トレーディング商品（資産）の増減額（△は増加） 2,663 2,103

約定見返勘定（資産）の増減額（△は増加） 758 △17

短期差入保証金の増減額（△は増加） 348 1,272

前払費用の増減額（△は増加） △10 11

未収入金の増減額（△は増加） △26 17

未収収益の増減額（△は増加） △1,117 615

その他の流動資産の増減額（△は増加） 21 100

その他の固定資産の増減額（△は増加） 32 29

トレーディング商品（負債）の増減額（△は減少） 555 △236

約定見返勘定（負債）の増減額（△は減少） 305 △33

預り金の増減額（△は減少） △807 △33

受入保証金の増減額（△は減少） △4,969 △7,678

未払金の増減額（△は減少） △21 △18

未払費用の増減額（△は減少） 164 △142

その他の流動負債の増減額（△は減少） 0 3

その他 △12 △10

小計 1,725 1,801

利息及び配当金の受取額 8 7

利息の支払額 △43 △39

法人税等の支払額 △210 △239

法人税等の還付額 30 41

公開買付関連費用の支払額 － △119

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,510 1,452

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2 △52

無形固定資産の取得による支出 △296 △229

投資事業組合からの分配による収入 2 7

長期前払費用の取得による支出 △2 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △299 △275

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △181 △54

転換社債型新株予約権付社債の償還による支出 － △1,000

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △486 △163

財務活動によるキャッシュ・フロー △668 △1,218

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 541 △41

現金及び現金同等物の期首残高 6,997 7,570

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,539 7,529
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において

一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項

に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しております。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第３四半期連結累計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第３四半期連結累計期間の期首から適

用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、これによる前第３四半期連結累計

期間の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

当社グループは、インターネットを介して個人顧客もしくは金融商品取引業者等に対して外国為替証拠金取引を

はじめとする投資・金融サービスを提供する「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるため、記載を省略

しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な後発事象に関する注記）

当社株式に係る株式売渡請求の承認

当社は、2024年10月31日開催の取締役会において、株式会社外為どっとコム（以下「公開買付者」といいま

す。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」と

いいます。）に関して、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けへの応募を

推奨することを決議いたしました。

本公開買付けは、2024年12月13日をもって終了し、公開買付者が2024年12月19日（本公開買付けの決済の開始

日）付にて当社株式30,012,320株（議決権所有割合：92.06％）を所有するに至り、公開買付者は当社の会社法

（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じです。）に定める特別支配株主となっております。

当社は、公開買付者から、本公開買付けの成立により、当社の総株主の議決権の90％以上を所有するに至った

ことから、当社株式の全て（但し、公開買付者が所有する当社株式及び当社が所有する自己株式を除きます。）

を取得することにより、当社を公開買付者の完全子会社とするための一連の取引の一環として、会社法第179条

第１項に基づき、当社の株主（但し、公開買付者及び当社を除きます。）の全員に対し、その所有する当社株式

の全部を公開買付者に売り渡すことの請求（以下「本株式売渡請求」といいます。）に係る通知を2025年１月８

付で受領し、同日開催の取締役会において、本株式売渡請求を承認することを決議いたしました。

また、本株式売渡請求の承認により、当社株式は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいま

す。）の上場廃止基準に該当したため、2025年１月８日から2025年２月９日まで整理銘柄に指定された後、2025

年２月10日をもって上場廃止となります。上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所スタンダード市場において

取引することはできなくなります。

（注）速やかに上場廃止すべき事情が発生した場合は、整理銘柄指定期間及び上場廃止日が変更されることがあ

ります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年１月31日

株式会社マネーパートナーズグループ

取締役会　御中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

　　　　東 　京 　事 　務 　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 白 田 英 生

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野 根 俊 和

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社マネーパートナーズグループの2024年4月1日

から2025年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2024年10月1日から2024年12月31日まで）及び第3四半

期連結累計期間（2024年4月1日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

強調事項

注記事項（重要な後発事象に関する事項）に記載されているとおり、株式会社外為どっとコムによる公開買付けの結

果、同社は会社の特別支配株主となった。会社は、2025年1月8日開催の取締役会において同社による会社の株主の全員

（同社及び会社を除く。）に対する株式売渡請求を承認する決議をしたことにより、会社株式は株式会社東京証券取引所

の上場廃止基準に該当した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略

が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記

載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任

がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

- 13 -

株式会社マネーパートナーズグループ（8732） 2025年３月期　第3四半期決算短信



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は

否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

- 14 -

株式会社マネーパートナーズグループ（8732） 2025年３月期　第3四半期決算短信


